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で機械化が一段と進展し、各職工の作業に厳密
さが要求されると共に、職種の細分化・専門化
が進んだ。例えば、造船所では、鉄木工、孔明
工、鋲打工、填隙工などに職種が細分化した。
こうした職種の細分化を通じて熟練の客観化が
進み、明治維新以後の第 1 次産業革命期に生み
出された手工的、万能的熟練が後退、解体して
いった。「渡り職人」的な万能工の必要が次第に
減退したのである。よって、手工的熟練のうえ
で形成されていた工場徒弟制が動揺し、従来職
場管理の中枢にあった親分的職工の地位が大き
く動揺した。かくして、機械化の進行は、経営
者側直用の技能人の強化を必要とし、作業面に
おける親方制の機能を圧縮していく傾向が著し
くなった。さらに、機械化の進展を契機として、
労働過程を合理化し労務費を節約するために
も、企業は労働者を直接に統轄しようとした。
結果的に、機械化によって、企業は直傭制に切
り替えざるを得なくなったのである 2）。
　また、日米で電機、化学といった新興産業の
出現で、生産に要求される技術変化が起こった
が、こうした技術変化によって間接雇用・管理
の限界が露呈された。まず、生産技術の高度化、
技術の発展で労働様式が変化し、それに伴って
知的熟練を要する新しい職種が出現した。職人
的な技能との継承性がほとんどない技術を基礎
とする作業が増え、新たな熟練、新しい型の熟
練技術者が必要とされるに及んだ 3）。しかし、
既存の親方制では、新しい熟練工の不足に対応
できなかった。熟練労働者を十分に確保するこ
とが困難であり、例えば、明治末年、官営工場
などの大工場において、旧来の親方職人では要
求される技術に十分に対応しえなかった。従来
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　間接管理・雇用から企業による労働者の直接
管理・雇用へ移行した理由においても日米間の
共通点が少なくなかった。
　まず、機械化と生産技術の変化によって、間
接管理・雇用体制下で親方が果たした役割に限
界が見えてくる代りに、企業側の管理能力が高
まったことが直接管理・雇用への移行の理由で
あった。この点でも日米は共通していたのであ
る。
　機械化と生産技術の変化が企業にとって労働
統轄を強化する必要を高めた 1）。日本の例でみ
れば、日露戦争を契機として軍工廠・造船工場
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の親方的な支配による労務管理は、技能水準の
質的格差のためにその力を次第に失い始めた。
企業側で労務管理の方式としての親方制度の有
効性が疑問になりはじめ、既存の間接管理体系
が新しい技術体系に不適合であることが明白に
見え始めた。このように、第 1 次大戦後に生産
技術の発展にともなって管理者層による労働条
件規制を拡大しうる条件が整えられてきたので
ある 4）。新しい生産体系をフルに活用するには、
従来のように長年の経験を基礎とする職工頭に
現場管理を一任できなくなった。すなわち、大
量生産体制の発達によって内部請負制の無機能
化が発現し、生産の制約要因に転化し、企業は
内部請負制を断念し、現場の監督制度を強化せ
ざるをえなくなった 5）。
　企業側の生産管理、労務管理を行える能力が
高まった。工学的知識をもった技術者層がある
程度生産過程に対する管理能力をもちうるよう
になり、企業は種々の新しい労務管理の方式を
工夫しつつ労働者の直接的管理に乗り出すこと
になった 6）。また、前号で明らかにしたように、
日米両方で、労務部・雇用部・労使関係部、人
事部など、企業が労働者を直接管理できる組織
体系を整備していって、これも間接雇用・管理
から直接雇用・管理への移行を可能にする要因
になった。

内部請負による生産管理の限界
　アメリカで内部請負制が導入された産業、例
えば、鉄鋼、ガラスおよびシガレット・葉巻製
造業は大量連続生産を特徴としたが、生産規模
の拡大に伴い、内部請負制が大量連続生産の管
理に向いていないことが明白になった。
　まず、間接雇用・管理体制下では、大量連続
生産での作業流れの調整・統制が難しかった。
請負人に一切を任せられる分離可能な部品や製
品は次第に少なくなり、請負仕事の統括や調整
が煩雑になった。例えば、請負単位相互を調整
して原材料の流れを統制することが難しく、請
負単位間に仕掛品の過大な在庫や欠品が絶えず
発生した。間接支配のため、計画どおりの製品
ができにくい問題も起こっており、企業は欠陥
部品や絶品遅延など請負人が犯す過ちに対して

まったく無防備の状態だった。部品に関しても、
後のほうの工程では、前のほうの工程での作業
が完了した部品の浪費が生じた。企業は請負人
を慎重に監視せざるを得ない状況に追い込まれ
た 7）。
　また、内部請負の親方は、設備の適切な管理
を行わず、材料、部品の効率的な利用を怠る傾
向があった。例えば、内部請負業者からみて、
次の契約をとれる保証がない限り、該当の契約
期間に利益を出すために、工場主（企業）から
貸し出される設備を無理して使いがちであり、
機械のメンテナンスにも労力をかけなかった。
親方は設備の使用と保全に適切な注意を払わな
かったのである。それゆえ、設備の劣化が早く
なった。それに、原材料は企業から請負親方に
支給されるため、原材料を浪費しがちであり、
工程革新も労働節約的な革新に偏り、材料節約
的な革新はあまり行われなかった 8）。こうして、
生産能率の向上を図るためには、経営全体の統
一的視野から人員配置を規制する必要が生じ
た。それに対応して、より直接的に職工層を掌
握し、直接的管理体制への転換が行われたので
ある。日本においても、第 1 次大戦後の重工業
大経営は、経営安定の戦略目標を労働能率の向
上におき、そのために生産過程に対する経営の
規制力を強化した 9）。

親方の改善・革新の誘因の欠如
　企業と親方の間には、請負価格をめぐって利
害が直接的に対立しており、契約更新時の請負
価格の改定の際に、こうした利害の対立が表出
した。毎年の請負価格の「調整」が悩みの種で
あり、不満の種であった。特に企業が複数の請
負人に仕事を分割して任していたこともあり、
請負価格は下がる傾向があった。請負人は価格
引下げの「調整」の矢面に立たされたが、請負
単価の切り下げをめぐってしばしば紛争が発生
していた 10）。請負価格の形成をめぐって市場性
が働いたのである。
　こうした利害対立の中で、親方は企業に対す
る交渉力向上のために集団行動を行った。例え
ば、日本の炭鉱では、企業と親方の「利害が対
立すれば、親方等が一体となって力強い団結を
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得する利益、所得を企業が把握することは困難
であり、それゆえ、莫大な所得を得る親方が続
出し、それに伴って地位を高める親方も出現し
た。
　アメリカで、内部請負制がもつ主要な困難の
一つは、所得が社会的階層の中でのその個人の
地位に一致するように、各請負人が受け取る所
得を統制するという問題であった。多くの企業
で、請負人の収入は、大部分の会社の幹部の給
料や職長の賃金をはるかに超えており、平均的
請負人は平均的従業員の 3 倍以上稼いでいた。
特に、大規模な内部請負人の収入は、莫大な額
となっていた。少数の請負人が大金を稼いだの
である 19）。
　内部請負制を導入していた銃器製造業者の
ウィンチェスター社の例で、1880 年代に労働者
の年平均所得は 570－700 ドルであったのに対
して、請負人の年平均所得は 1,430 ドル－4,860
ドルであった。最高所得者の請負人は 1 万ドル
以上も稼いでいた。当時の同社社長の年平均所
得は 14，200 ドル、最高幹部の年平均所得が
7,600 ドルであったことを考えれば、最大規模
の請負人はウィンチェスター社社長とほぼ同額
で、高級幹部よりも多くの所得を得ていたこと
になる 20）。
　こうした高い所得を基に、請負人の地位は上
がり、会社の役員たちの地位を脅かした。工場
の内部でも外部でも有力者になり、1910 年頃ま
でには増大するホワイトカラー労働者より請負
人の地位が上であるという混乱を生み出し
た 21）。
　日本でも、有力な親方たちが不当に請負額を
釣り上げたり、三菱長崎造船所の例のように、
請負親方が自分の地位を利用し、会社に対して
請負金額の増額を要求して認めてもらった 22）。
鉱山においても、一部の鉱夫頭及び請負頭は、
稼働人員をごまかし、採鉱能率を適当に査定す
ることによって、「不正の利益を得」、「私腹も肥
やし」ていたとされる 23）。一部の親方の所得が
企業役員の所得より大きくなり、親方が「労働
貴族」的地位を占めることによって企業の役員
達の地位が脅かされた。
　大規模な請負人の中には管理者や経営者と同

以て会社当局に迫るようなことが生じた」11）。
アメリカでは、内部請負人仲間による同業組合
が組織され 12）、工場主との交渉の場において、
彼ら組合員集団で生産量についての抑制的な共
同歩調をとるという「組織的怠業」を行い、請
負単価切り下げの阻止を図った。このような同
業組合による「組織的怠業」は全国的に存在し
た 13）。
　親方が有利に交渉更新を行うためのもう一つ
の方法は、親方が現場の情報を手許にとどめお
くことであった。請負人は、もし彼らの所得が
著しく高いと思われる場合には、企業が請負価
格を切り下げるということを知っており、それ
ゆえに、その外見上の利益をできるだけ低く維
持しようとした。そのために、企業との間の出
来高払い賃率の定期的な再交渉時、請負業者は、
技術変化の情報、製造原価に関わる情報を手許
にとどめておいた 14）。請負親方による「情報隠
し」である。
　そのため、請負業者が当該製品の製造に使わ
れる技術や製造方法、そして、請負人の「従業
員」がどのくらいのお金を支払われているかを
企業が知ることはなかった。請負業者がどのよ
うな利益を得るか、請負人の所得がいくらであ
るかを知らず、どの請負人が大きな所得を獲得
し、どの請負人がかろうじて生活しているのか
も判らなかった。請負人やその従業員が最善を
尽くしているのか、生産を制限し、革新を自制
しているのかを見極めることも困難であっ
た 15）。企業側による製造コストの制御が効かな
かったのである。それゆえ、請負業者にとって
高価な機械をより長期に、かつ、効率的に使用
する誘因が弱かった 16）。
　さらに、同じ理由で、親方層は製造原価を削
減する技術革新を導入したがらなかった。技術
改良、工程革新の意欲が弱くなったのである。
製品の革新を行わせるような誘引も不足してい
た 17）。よって、企業は内部請負制を「時代錯誤」
の制度であり、「時代遅れ」の経営管理であると
見做すようになった 18）。

親方の高所得及び地位上昇による問題
　前述したように、親方請負制では、親方が獲
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銀支払いの基準になる鉱夫の採掘数量は実際よ
りも少なく測られる場合が多く、これが賃金支
払いの基準額を実際より低くした。また、売勘
場では普通、日常生活必需品、食料品、作業用
品等が販売され、しかも、賃金が「炭券」で支
払われることが多く、現金を所有しない鉱夫に、
市価より 3 割ないし 5 割も高く品物を半ば強制
的に買わせ、売勘場から「適正」な手数料・「口
銭」という名目の暴利をとった。それに、その
他納屋賃、油料、湯銭などの生活費、費用価格
を不当に高価に計算して、鉱夫の手に入る残額
を少なくした 31）。さらに、納屋頭の中には労働
者に金を貸し労働者より搾取するものもあっ
た 32）。その結果、納屋頭の懐に入る金額が莫大
なものになったことと対照的に、労働者の負債
は累増された。納屋頭からの坑夫の負債・借金
は「日一日年一年に」、働けば働くほど増加した
とされる 33）。
　このように、請負人は自分の収入の増加を図
り、労働者の賃金は薄く、それが企業が内部請
負制の廃止を断行する重要な理由になった 34）。
　しかも、親方制は一般労働者に過酷な労働条
件を強いるものでもあった。親方が達成水準を
維持し上昇させるために用いた諸方法はつきっ
きりの監視、酷使、怒鳴りつけ、威嚇など「駆
り立て方式」であった。内部請負の親方は「駆
り立て人」として労働者の労働強化を強いたの
である。熟練工としての請負業者は「汚い」低
級な仕事はすべて配下の不熟練労働者に丸投げ
し、請負業者と未熟練との間には労働条件面で
の搾取関係が続いていた。失業の恐怖で親方に
よる駆り立て方式に不熟練労働者は服従するし
かなかったが、こうした搾取は親方と労働者間
の対立を深刻化させた 35）。
　日本でも、親方制下で、労働時間が必ずしも
厳守されたわけではない。例えば、重工業にお
ける労働時間は 1 日 10 時間を原則としたが、実
際には、これに多くの残業がついたから、全体
としては、1 日 11 時間、12 時間の長時間にわ
たることが稀でなかった 36）。炭鉱業でも、納屋・
飯場制度は労働者の拘禁・強制労働の機構とし
て機能した。納屋頭は腕力を用い、暴力を背景
にする威圧的な態度で、鉱夫たちに秩序を強制

等であると思われたいと望む者もいたが、経営
者はそれを喜んでは受け入れようとはしなかっ
た。経営者が工場や社会における地位や名声の
上でのライバルを生み出す制度を廃止したいと
思うようになった 24）。雇用主・企業は請負業者
が稼いでいた利益を自分たち自身が得ることを
期待して、内部請負制を廃止した 25）。ある程度
安定した需要の見通しが立てばこれらの中間者

（請負親方）の存在は企業にとってマイナスの面
が大きくなり、その結果、企業も親方制廃止に
踏み切らざるを得なくなっていった。請負人の
独立性と権力が、究極的にはこの制度を廃止へ
と導いていったのである 26）。

親方と労働者の関係における問題点
　親方制で、親方と労働者間の衝突や利害対立
が頻発したことも、親方的な支配による労務管
理、職工頭への現場管理一任を難しくした。親
方と労働者の間に発生した諸問題が、間接雇用・
管理から直接雇用・管理への移行の要因になっ
たのである。

ⅰ）賃金面及び労働条件面の収奪
　アメリカで、請負親方はしばしば標準的な水
準以下にまで一般労働者の賃金を切下げ、追加
的な支払いもしなかった。さらに、親方の請負
価格が下がる傾向にあり、親方はそれによる利
潤圧縮分を賃金引下げによる人件費切りつめに
よって補おうとした。
　その結果、権力における大きな格差を反映し
て、請負人と労働者の所得格差は広がった 27）。
クロースンの調査事例によれば、平均 2 名の従
業員をもつ小規模な請負人でさえ、その従業員
の 2 倍以上は十分稼ぎ、平均 40 名以上の従業員
をもつ大規模な請負人は、その従業員のほぼ 7
倍も稼いでいた 28）。
　日本でも、親方制のもとで、労働者が中間搾
取されることも少なくなかった 29）。例えば、炭
鉱労働者は賃金を納屋頭より毎年 2 回に受取っ
たが、賃金および賄料に関連して納屋頭の奸曲
が多く、ごまかしによって不正・不当な中間搾
取が行われた 30）。「採炭の計量に従って賃銀の
高をごまか」した例も多かった。すなわち、賃
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は一つの役得と心得であ」った。職工が新しく
採用される時も、昇給にコミッションをもらい、

「昇給間際や盆暮れなどには」親方への「遺ひ物
は大変なもので、ビール何十ダース、節や呉服
切手が何百円、中には現金で贈るものもあ」っ
た 43）。炭鉱においても、「賃金作業個所も納屋
頭の手によって決定されるので、良い切羽を割
当ててもらうためには鉱夫は納屋頭や人繰に、
焼酎一升と鶏一羽を持参するというようなこと
などは普通」であった。「良い切羽を割当てても
らって、賃金をより多くするためには自分の妻
や娘の貞操をさえも犠牲にすることが珍しくな
かった」44）。
　また、親方が多数の労働者の住居を支配し、
その賃金の一部を収納した上、有力な親方は専
横な振舞いが多く、親方の恣意的判断による労
働者間の大きな不平等が起り、一般労働者・職
工の不満や批判が高まった。こうした労働者の
不満や反抗、苦情は遂に企業や経営者に対して
も向けられた。さらに、こうした問題は作業の
非効率性につながり、生産計画に多くの支障を
きたすことになった。
　それゆえ、厖大化した経営のなかで労働者の
不満を解消しつつ作業能率を引き上げていくに
は画一的な管理を行うことが必要となった 45）。
企業は親方制の廃止に踏み切らざるを得なく
なっていった 46）。親方が「受容可能な」社会階
層制を構築し、維持しようとした内部請負が廃
止されていったのである 47）。

　⑤大企業における内部労働市場の形成
　前号でみたように、戦間期に日米両方で労働
者の移動率が低下し、勤続年数が長くなったが、
それは中核労働者を企業内に囲い込んだことを
意味した。囲い込んだからには、できる限り、
雇用を保証して、彼らの能力を企業内で伸し、
活用する仕組みを作る必要があった。実際に、
中核労働者を対象とする、訓練・教育・養成、
昇進・配置の企業内ルールが作られ、賃金も一
定の企業内ルールで体系化された。企業をまた
がった労働市場とは別に、「（企業）内部」とい
う組織性と、労働「市場」という市場性が結合
さ れ た「 内 部 労 働 市 場�（Internal� labor�mar-

し、不当の取り扱いを蒙る鉱夫が少なくなかっ
た 37）。親方は小頭・人繰を協力者として労働者
を強圧的に統轄し、納屋頭・飯場頭（組長）は
往々にして「善良」な鉱夫を酷使し、苛酷な労
働を強制した 38）。

ⅱ）親方の恣意的判断と行動
　アメリカで、内部請負人は従業員を恣意的な
基準で雇い、また解雇し、すべての従業員に十
分な仕事がない時にはその仕事の配分を恣意的
に決定した。それゆえ、請負人の工場では、労
働条件に労働者間格差が生まれた 39）。また、労
働者の経済的性向や職務満足は親方との個人的
な関係に依存し、親方との個人的紐帯や親方へ
の忠誠が重きをなした 40）。
　賃金面でも、親方は自分が雇い入れた労働者
の賃金の決定にかなりの権限をもっており、そ
の結果、ほぼ同じ熟練をもっていても、全く同
じ仕事をしていても、労働者個々人が極めて
違った賃率の、まったく異なった賃金を受け取
ることがしばしばあった。請負人は彼らの親族、
他の請負人の親族を雇用するケースも少なから
ずあり、請負人はこれら親族には、ほとんど経
験もなく不規則に働いた場合にもしばしば非常
に高い賃金を支払った。さらに、労働者は仕事
を得るために親方にしばしばウィスキー、タバ
コ、現金など賄賂を贈り、職場では親方による
えこひいきや気まぐれが横行したとされる 41）。
　日本でも、親方が労働者の雇用、解雇、賃率
設定、養成、昇進を恣意的に統制する場合が多
かった。こうした決定が組長・伍長や現場監督
者に一任され、かなりの恣意性が存したのであ
る。とりわけ、賃金の決定についてかなりの権
限をもっていた親方は、主観的判断によって請
負給を子分職工に配分していたが、賃率決定に
際して親方は非常に特殊的、属人的な要素を重
視したとされる。こうした親方の恣意的な判断
による賃金支払で、親方と一般労働者の対立傾
向が強まった 42）。
　工場や炭鉱で、労働者から親方への賄賂が横
行して、それが親方の恣意的な判断に影響して、
労働者の不満が高まった。「工場内においては、
賄賂は全く横行」して、親方の「コミッション
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競争的市場である。こうした外部労働市場との
差は組織性にある。企業という組織内で、組織
によって労働力配分と賃金が決められ、運用さ
れている。つまり、内部労働市場では組織性が
強く働いていることが外部労働市場と異なる特
徴である。
　その際の組織性はいくつかの形態で働いてい
る。第 1 に、内部労働市場での組織性は、まず
中核労働者の「囲い込み」という形で働いた。
資源移動における閉鎖性という組織性である。
企業内部に大量の新型熟練労働者が集積し、「労
働市場の内部化」の進展によって長く同じ企業
内に止まった。逆に、外部から調達するのは、
まだこの企業で働いたことのない未経験工（例
えば新規学卒者）に限られた。その上で、企業
内部と外部の労働者を厳格に区別する管理規則
に沿って内部の労働者が管理される 55）。
　第 2 に、内部労働市場においては、現場の仕
事管理、人事管理が直接的、かつ中央集権的に
企業によって行われる 56）形でも組織性が働い
た。企業外の労働市場に頼らずに企業が直接賃
金設定や労働配分を管理した。前号で戦間期に
日米共に、間接管理から直接管理へ移行したこ
とを明らかにしたが、そうした変化は内部労働
市場の組織性を表すことでもある。
　第 3 に、内部労働市場では企業自らの賃金や
労働配分の管理に際して個人の恣意が排され
る。つまり、雇用関係及び人的資源管理が規則
に基づく手続きに沿って行われ、個人ではなく、
官僚制組織による管理が行われるという点で組
織性が働く 57）。
　他方、内部労働市場では企業が労働の内部配
分においてより高い柔軟性を保持することに
よって市場性も働く 58）。それゆえ、内部労働市
場では市場性と組織性が絡み合っている。
　第 1 に、多くの企業の内部労働市場は完全な
開放型と完全な閉鎖型の中間にあった。中間と
いうのは、両方の性格を合わせ持つことであり、
したがって、開放型に表す市場性と閉鎖型に表
す組織性が絡み合っているのである。第 2 に、
内部労働市場で、業務配分、賃金決定、仕事不
足期の後の手続きなどのすべてが市場の諸力に

「完全には」反応しない 59）ものの、市場諸力に

ket）」48）が大企業内で形成されたのである。
　しかも、その形成の時期が日米にほぼ同じで
あった。つまり、内部請負制から内部労働市場
への転換は日米でほぼ時を同じくして、早いと
ころでは 19 世紀末、遅い所でも戦間期までには
観察された 49）。新制度が早いところより遅いと
ころに集中する傾向があることから、総じて、
戦間期には日米両方の大企業で内部労働市場が
形成されたといえる。
　さらに、一定時期における内部労働市場の形
成は日米に限った現象でもなく、経済の一定の
発展段階ではごく普遍的な傾向であった。内部
労働市場の存在は、歴史的および国際的に見て、
きわめて一般的な現象であったのである 50）。
　アメリカでは、製造業で内部請負制が一般的
であった 19 世紀後半に、すでに印刷、鉄道、建
設、鉄鋼業などで部分的に内部労働市場が現れ
始めた 51）。しかし、より多くの大企業で内部労
働市場が形成されたのは第 1 次大戦後であっ
た。19 世紀からの開放的で、流動的で、競争的
な経済の発展過程の中で、1920 年代にアメリカ
の主要企業は、内部昇進、雇用保障を採用し、
柔軟な内部労働市場づくりに取り組みつつあっ
た 52）。
　日本では、明治末期～大正初期に官僚制度と
官業および封建的商家の家業経営が与件として
大きく作用し、内部労働市場の基礎になる年功
的労使関係が端初的に成立し、昭和初頭に本格
的に確立された 53）。特に、日露戦争後の 1907
年頃に、日本における労務管理がスタートし、
養成制度の成立もこの時期であり、1920 年代
に、定期採用、定期昇給、永年勤続によって特
徴づけられる「日本的」雇用関係が成立した 54）。

内部労働市場の特性
　内部労働市場とはどのようなものかをみてお
こう。市場という言葉がついていることから分
かるように内部労働市場も、一応、市場である。
しかし、市場とはいえ、一般的な外部労働市場

（開放型市場）とは異なり、その対極にあるもの
である。外部労働市場は、企業外部での人の自
由な移動を前提に労働力配分と賃金が市場メカ
ニズムによって決められるような、企業横断的、
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た 65）。
　アメリカの大企業の中にもそれぞれの企業が
形成している内部労働市場は多様であった。典
型的には、二つの基準から内部労働市場モデル
を分類することができる。まずは、サラリーマ
ンモデル（salaried�model）とブルーカラーモデ
ル（industrial�model）の分類であり、もう一つ
は、組合企業モデルと組合不在大企業モデルの
分類である。そして、この二つの基準による分
類では、お互い重なる企業も多い。例えば、IBM、
プロクター・ギャンブル（P&G、以下、P&G と
する）、イーストマン・コダック、シアーズなど
は、サラリーマンモデルの企業でもあれば、組
合不在大企業でもあった。
　前者の分類でのサラリーマンモデルは、生産
労働者をホワイトカラーと同様に“社員”とし
て扱い、レイオフを行わないため、「ホワイトカ
ラー・モデル」とも呼ばれる。この「ホワイト
カラー・モデル」は、一般的にブルーカラー労
働者の内部労働市場よりも「解放的」であり、
このモデルで労務管理は、終身雇用、人材開発
の重視、従業員参加などの特徴をもった。対照
的に、ブルーカラー・モデルでは、生産労働者
を生産要素としてしか扱わなかった。労働者が
ある種の硬直性とりわけ名目賃金の下方硬直、
厳格な職務等級、その他の仕事規則によって保
護されたとはいえ、労働者のレイオフによって
景気下降に対する調節が行われた 66）。
　後者のモデル分類基準は、労働組合があるか
どうかである。組合不在モデルと組合モデルで
ある。組合不在大企業は雇用の安定に力点をお
いて、事業の沈滞期に給与カット、労働時間削
減、配置転換などで景気の波を切り抜ける。対
して、組合モデル企業は失職中の補償を行う限
りで労働者の定期的なレイオフを容認する企業
である 67）。
　従って、異なる類型の米大企業すべてが日本
企業と類似した内部労働市場を有していたわけ
ではない。日本大企業の内部労働市場と類似し
たのは、組合不在大企業やサラリーマンモデル
の内部労働市場であった 68）。このように、日本
の大企業とアメリカの組合不在大企業が類似な
内部労働市場が形成されていた以上、内部労働

反応していることには疑いを入れない。その面
で、市場諸力という市場性が、「完全には」反応
しないという組織と絡み合っている。第 3 に、
内部労働市場が形成された理由の一つは、中核
労働者の不足にあったことから分かるように、

（外部）労働市場が逼迫すると即座に内部労働市
場型の労働関係に引き戻されうる 60）。外部労働
市場の労働力需給状況が内部労働市場の発展程
度に影響するという形で市場性と組織性は絡み
合っていた。第 4 に、内部労働市場での官僚制
的雇用慣行は、「市場志向の雇用システムが生み
出した不安定と不公平を克服する長期にわたる
闘争の所産」61）であった。レセー・フェールを
標榜し、そのために契約を用いる経済的自由主
義という市場性と、他方の保護立法、制限的団
体、市場介入の手段に依拠する社会的保護の原
理という組織性がぶつかり合った結果が内部労
働市場の形成であった 62）。
　内部労働市場では、従業員の採用から人事・
労務の幅広い領域で企業内ルールに沿った管理
が行われた。すなわち、社内の規則に基づき、
採用、配置、ローテーション、技能訓練と教育
が行われ、賃金も企業内ルールにより決められ、
内部の昇進階梯、雇用保障が従業員に提供され
た 63）。
　まず、採用については、企業による直接雇用
で、特に、大卒や高卒の新卒採用が企業によっ
て行われた。中核労働力との間には、長期的雇
用関係が形成され、基幹的従業員の雇用の安定
が志向された。この雇用の安定は内部労働市場
のもっとも顕著な特徴でもあり、ほとんどの国
の内部労働市場において、少なくとも正規社員
として採用されたものに対しては、「雇用保障」
が提供される。配置や配置転換、昇進について、
特に内部昇進が重視され、労働に対する需要の
変動に対しては企業内における配置換えと昇進
の規則・ルールによって対処した 64）。

日米共通の内部労働市場類型
　ただし、内部労働市場の中でも、具体的な内
容においてはかなりの多様性がある。工業諸国
間はもとより、同じ国の中でも、内部労働市場
の具体的な内容が異なることが珍しくなかっ
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たって身につけ、最後にトップにたどり着くと
いうルートが形成された 72）。
　かなりの数の労働者は職務階梯のそれぞれの
地位でオン・ザ・ジョブ・トレーニングを受け
ながら、場合によってはショート・コースと呼
ばれるマネージャーやスーパーインテンデント
による特別訓練を受けながら、昇進の階梯を
上って企業独自の技能の形成を図った。このよ
うに、昇進階梯は労働者の技能を体系的に開発
する機構であり、一方では、「有能で忍耐強い従
業員が次第に最上位へと昇進していく」選抜装
置としても作用した。
　内部昇進制で明確な基準に従って昇進させ、
企業内での昇進の見通しを高めることにより、
従業員に企業全体とより強く結びつくインセン
ティブを提供し、忠誠心と愛社精神を生じさせ、
かつ、より大きな達成度と仕事への熱心さの誘
因を作り出した。また、内部昇進の階梯が形成
されたことが昇進の希望を労働者に与えること
によって、企業に長くとどまろうとするインセ
ンティブを社員に与え、労働者の企業間移動を
抑制した面もある 73）。

ロ．日本
　日本においても、戦間期に、一部大企業でホ
ワイトカラー、中上級ブルーカラーを対象とし
て、内部昇進の人事政策が開始された。上級の
職務が空席になった場合は、社内の労働者が昇
進して埋めていく例が現れ始めた 74）。例えば、
三菱造船所では、企業内養成施設において技能
養成をうけた者が、その後も同じ企業（職場）
で就労経験を積むことによって次第に熟練度の
高い作業に昇進していった。「企業内昇進による
労働力の維持・補充の体制」が定着しつつあっ
たのである。日立では、1920 年代後半、職員の
補充は新採者の企業内昇進によってカバーしう
る体制、つまり、職員に対する新卒者の定期採
用＝企業内昇進の体制が整えられていった 75）。
戦前期三菱造船で、勤続社員は極めて高い比率
で管理職への昇進を遂げており、戦前期都市銀
行においても同じ事実が観察される 76）。
　他方、企業内で経歴を積むことによって昇進
していく仕組みが定着する中で、従業員の属性

市場の形成をその国特有の文化的要因で説明す
ることはできない。むしろ、両国企業に共通す
る経済的、社会的発展の型に注目すべきであろ
う 69）。

　日米内部労働市場における昇進と配置転換の
仕組み
　内部労働市場では、いったん採用された労働
者を企業内で一定のルールに沿って動かしてい
た。労働者の縦の移動が昇進であれば、横の移
動が配置転換である。昇進と配置転換のルール、
仕組があったのである。そこで、戦間期に形成
された日米の内部労働市場で、従業員を移動さ
せる仕組みがどうなっていたかをみていこう。

ⅰ）昇進
イ．米

　中核労働者の「囲い込み」を図った米大企業
では、内部昇進を重視し、内部昇進制を広く用
いることとなった。当時の雇用分野で最も重要
なイノベーションといえば、内部昇進制を確立
するための諸施策であった 70）。ただ、内部昇進
制は人事部による高度の集権的支配を喚起した
が、職長からの一貫した抵抗もあったため、内
部昇進の制度化の進行は遅々として、内部昇進
制の普及に時間がかかった。ところが、最終的
に、大企業では、内部労働市場を形成して昇進
の階梯を作り、熟練労働者の横断的なトレード

（職業）を最終的に解体させた。ジェネラル・
モーターズやウェスティンハウスなどのよう
に、ワグナー法の制定後まもなく、新しい内部
昇進政策を告示した企業もあった 71）。
　大企業では、最下層の不熟練職務から半熟練
職務、熟練職務、そして職長へといった階層的
に編成される職務階梯を作った。つまり、要求
されるスキルの類似性の観点から職務を分類
し、それぞれの職務を「昇進の階段」に当ては
めた職務分類体系を作り上げた。上位の職務に
空席、欠員ができると、企業内部の昇進で補充
するというピラミッド型の内部労働市場が形成
されたのである。昇進の階梯はトップ・マネジ
メントにまでつながっており、昇進の階梯を上
ることによって専門的な経営能力を長年にわ
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ト」としてのミドルマネジメントを「ジェネラ
リスト」としてのトップ・マネジメントへと変
換することは、4 年ごとまたは 5 年ごとのジョ
ブローテーションによって可能になった。有望
な下位および中位レベルのマネージャーは地域
間、事業部間、部門間、本社と支社間を頻繁に
移動させられた 80）。例えば、グッドイヤーの営
業マンの回想によれば、同社の経営者達は、当
時に既存ジョブ構造を固定されたものとは見な
さず、実際の作業はそのジョブ構造を超えて柔
軟に行われるものとみた。そのため、人を頻繁
に移動させ、特に、有能な技術者、営業マンは、
下位の職位にあるときから、いろいろな社内職
場間をローテーションしながら、作業に対する
より広い視野・理解を習得した。1930 年代に、
AT&T に お い て も 有 望 な 新 人 を 現 場 か ら
ニューヨークの本社スタッフオフィスに移動さ
せ、そこで、3 年または 4 年間働かせ、その後、
再び現場のポジションに送り返したとされる。
本社と支店現場間の配置転換が個人のキャリア
パス上で戦略的に活用されたのである 81）。
　こうした労働者の配置手続き・決定は集権化
され、全社レベルでの明確な規則と手続きに基
づいて行われた。異動の意思決定の集中化が、
各部門の雇用ニーズの変化に対応した企業内移
動を容易にした 82）。また、従業員の企業内の移
動をスムーズに行うために、企業は移動、追加
的訓練に伴う賃金調整の規則の確立など、各種
の措置を取っていた。この政策が従業員にも受
容され、職場に定着したため、配置転換が容易
に行われたのである 83）。
　従業員の企業内配転は長期雇用の保証のため
に行われた面もある。サラリーマン従業員の企
業内配転が比較的容易だったということは、企
業がいかにして彼らに終身雇用を提供しえたか
の説明の一つになるのである 84）。例えば、GE
は、不況期や、あるいは生産部門の開閉などに
際して、既存の従業員の雇用を確保するための
手段として、意識的に配置転換を行った。1926
年末～27 年末、30 年、長期勤続者の多くがか
なりの数の配置転換を経験していた。長期勤続
者の雇用を優先的に維持するために配置転換が
用いられていた。IBM 社も、サラリーマン従業

による昇進格差も著しくなった。戦間期、中等
教育出身者と高等教育出身者の昇進における学
歴格差があり、初等教育と高等教育間の昇進格
差もあった 77）。戦前期の三菱造船でホワイトカ
ラーの職員は、入職当初から昇進スピードに大
きなばらつきが生じていた。戦前三菱商事でも
入社時の職階である事務・技師と事務補技師補
傭使として入社した者との聞に昇進格差があ
り、大学・4 年制高等専門学校・3 年制高等専門
学校で，正・副場所長や参事に昇進するまでの
年数が学歴に応じて遅くなっていた。戦前期の
三菱銀行の職員についても、傭使出身と新規採
用の間には、昇進時期の差があり、同じことは、
同時期の三菱造船でも確認される 78）。ホワイト
カラーに社内昇進のルート・階梯が形成されて
いる中で、学歴もしくは入社時の不変の能力に
よって、昇進の度合、昇進のスピードが変わっ
てきたのである。
　こうした企業内昇進システムの成立によっ
て、大企業の労働市場は著しく個別企業的な封
鎖性を強めると共に、昇進をめぐる競争を激化
させることによって労働者の経営への従属作用
を働かせた 79）。

ⅱ）配置転換
イ．米

　アメリカでは、ブルーカラーに比べ、ホワイ
トカラー従業員の企業内配置転換が比較的容易
であった。組合不在大企業、ホワイトカラーモ
デル企業で、配置転換が頻繁にみられた。例え
ば、IBM 社では、配置転換は「社内で栄転」と
いうスローガンでいわれた。特に、不況期に多
くの配置転換が行われた。配置転換はジョブ
ローテーションでもあり、頻繁なジョブロー
テーションが行われることが戦後日本企業の労
使関係の一つの特徴といわれるが、ホワイトカ
ラーに限って言えば、アメリカでもすでに戦前
からジョブローテーションが珍しいことでもな
かったのである。
　こうしたジョブローテーションは、低級職務
のレベルだけでなく、中高級職務でもみられ、
これが経営陣を育てる重要な方法でもあった。
例えば、米大手企業において、「スペシャリス
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員は永年勤続の保障を手に入れるために、一定
の場所で一定の勤務をする確実性を手放したと
される 85）。また、雇用保障のための配置転換は、
職務構造と賃金体系が強くリンクしなかった P
＆ G など組合不在企業で行いやすかった。すな
わち、組合不在企業は、同じ産業の組合がある
企業に比べて、より柔軟な職務構造をもってお
り、それゆえ、報酬の構造と職務の構造のつな
がりが弱く、それが、労働者をレイオフする代
りに他部門に配転することを容易にした 86）。

ロ．日本
　日本の場合も、内部労働市場が形成し始める
と、中核労働者の配置に関する管理が集中化さ
れ、企業内で頻繁な配置転換が行われた。ブルー
カラーについては、日露戦争後より、伍長、組
長を含む頻繁な配置転換が認められる 87）。ホワ
イトカラーについても長期勤続者を中心に業務
間、職場間を移動しながら、特定業務に専門化
することなく、幅広い業務経験を積んでいた。
例えば、戦前の三菱銀行において職員の店舗間
異動が行われ、また、職員は貸付、預金、為替・
証券、外国、内部管理など業務間を数年ごとに
移動するなど移動頻度が高く、複数の業務を経
験する人がほとんどであった。同銀行の新規入
行者は外国人材を除けば，出納と金庫を除いて、
多様な業務を移動しながら、ジェネラリストと
して養成されていた。組織における各業務間の
仕切りが緩やかで、業務間、店舗間の配置転換
を行い、人的資本形成が幅広い技能を蓄積する
方式で行われたのである 88）。戦後日本企業で現
れる頻繁なジョブローテーション慣行の下敷き
がすでに戦前より存在したといえる。
　ただし、すべての従業員が広いジョブロー
テーションを経験させられたわけではない。例
えば、戦前の三菱銀行では傭使出身者は、預金、
出納、金庫、本部それぞれに特化する人が多く、
職務経験の幅が狭く、4 つの業務のスペシャリ
ストが養成された。特に、同銀行において、中
等教育出身者はスペシャリスト的であり、経験
職務の幅が狭かった 89）。企業が何を期待するか
によって、また業務の性格によって、ジョブロー
テーションの頻度や幅は異なったのである。

　⑥福利厚生施策の実施
　戦前、大企業を中心に施された温情主義的施
策が戦後にも続き、それが日本企業の「経営家
族主義」的、「経営福祉主義」的な特徴を表すも
のとして注目された。年功賃金制、長期雇用な
どと共に、いわば「日本的経営」を象徴するも
のの一つとして位置づけられた時もある。しか
し、こうした大企業の福利厚生施策は日本だけ
に限ることではなかった。アメリカにおいても、
早くも 19 世紀後半に福利厚生制度を導入する
企業が現れ、1920 年代には、いわばウェルフェ
ア・キャピタリズム（welfare�capitalism）とし
て本格的に広がった。
　ウェルフェア・キャピタリズムとは、企業が
従業員の生活基盤の安定に責任をもつことを約
束するという労務政策・理念、あるいは、労務・
人事管理のモデル・仕組みである。その主な内
容は、新型福利厚生、従業員代表制、雇用管理
の 3 領域に集約でき、企業が従業員に「雇用の
安定、内部昇進、利潤分配、年金や保険などの
福利給付」を施し、従業員の参加とコミュニケー
ションを活用させた 90）。このウェルフェア・
キャピタリズムの内容の一部が福利厚生施策で
あった。
　こうした米国の福利厚生施策は日本の経営温
情主義の諸施策と類似したものであり、その意
味で、「ウェルフェア・ワーク」はアメリカ独自
のものだったわけではなかった 91）。「温情主義」
の諸施策は特定社会に限ったものでもなかった
のである。
　実は、ウェルフェア・キャピタリズムはアメ
リカだけでなく、19 世紀末までにヨーロッパの
どの工業国にもみられた。かなり工夫をこらし
た福利厚生施策が、クルップ社、ル・クルーソ
社、キャドベリー社、それにランカシャーの紡
績工場など、ヨーロッパ全土に散在したとされ
る 92）。福利厚生施策をより早く実施していたの
はイギリスとドイツの企業であり、日米両国の
大企業はイギリスやドイツの先例から学び、ま
た、一部の先進的な日本企業は、日本より早く
福利厚生を導入していたアメリカ企業の慣行を
研究して同施策を導入した。近い時期に福利厚
生施策を導入、実施するという日米の共通点が
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た伝統的福利厚生活動・施策である。従業員用
のストアーと共同購入に関する諸原則を設け、
従業員向け雑誌、喫茶室、休憩室、造園を設置
した。加えて、会社ピクニック、運動チームと、
テニス・野球・ボーリングなどの屋外施設、プー
ル、トレーニングジム等の屋内施設、および成
人の教育課程・講座、従業員クラブ、娯楽セン
ター、映画館、コンサートなど、従業員とその
家族が参加する社交活動や文化活動の支援がな
された。また、適切で清潔な家庭の提供、育児
への支援がなされた 96）。
　第 2 に、肉体的に快適なものになるために健
康、衛生・安全面で特別な配慮を行った。特に、
病気を予防するための支援を行い、治療施設を
設けた。例えば、健康維持・病気予防のために
会社の委託医の診察を受けさせ、従業員の個人
的な問題に関する相談も行った。治療のために、
救急病院・看護施設、病院と薬局を設置し、作
業場に安全施設を設置するとともに、トイレ、
洗濯・入浴施設、社員食堂・工場レストランを
設けた 97）。
　第 3 のカテゴリは「（準）金銭的なプログラ
ム」といわれる新型福利厚生施策群である。第
1 の旧福利厚生事業と違って、これらのプログ
ラムは望ましい行動を助成するために金銭的刺
激・誘因を利用し、投資に対する見返りが期待
できるものとして施された施策である。例えば、
退職・老齢年金、健康・傷害保険と事故・病気・
障害の給付、団体生命保険、企業拠出型の共済
組合、企業負担で提供された貯蓄クラブ・倹約
制度（saving�plan）と会社住宅計画（housing�
plan）及び持ち家（company-owned�homes�pro-
grams）・住宅ローン制度、有給休暇、利潤配分
制としての従業員持株制、失業手当と勤続ボー
ナス（Length-of-service�bonus）等がこの新型
福利厚生施策群に含まれる 98）。
　特に、企業年金、健康保険、生命保険は新型
福利厚生施策の代表的な事例であり、従業員が
乗用車のような余暇志向の物品購入に向かわな
いように、年金貯蓄プランは時折、マイホーム
計画と結びつけられた 99）。

現れたことは米企業からの日本企業の直接、間
接の学習の結果としての面がある 93）。�
　このように、大企業の福利厚生施策の導入・
実施は「一定時期」からの日米共通の現象であっ
た。国によって、施策内容などによってその「一
定時期」はやや異なるものの、多くの日米大企
業で、現代的な福利厚生施策を本格的に実施し
たのは第 1 世界大戦と第 2 次大戦の間の時期、
つまり、両大戦間期であった。
　実は、日本は明治 20 年頃から明治末年にも、
福利厚生は未発達であった。公傷病死者の救済
制度が、企業主の恩情の表現として説かれてい
たものの、経営者の労使関係の基本的な考え方
は、家族的恩情主義にはほど遠かった 94）。それ
ゆえ、日本社会の特性を反映して、近代企業の
誕生以来、「経営家族主義」、パターナリズムに
基づく「温情主義」施策が施され続けてきたと
のイメージは現実とはかけ離れたものであっ
た。「温情主義」施策は日本特殊なものでもなけ
れば、日本の工業化初期から、持続的に行われ
た施策でもなかったのである。従って、特定時
期に多くの企業が福利厚生施策を本格的に導
入、実施したことは、特定時期という歴史的文
脈が重要であり、しかも、日米の両方で類似な
施策が施された背景には特定時期に共通の理由
が働いた可能性も高い。
　戦間期を中心に日米両国で企業の福利厚生施
策がどのように実施されたかを比較分析してい
こう。

福利厚生施策の内容
　日米企業が実施した福利厚生施策は極めて多
様であるが、大きくは 3 つのカテゴリーに分け
ることができる。第 1 に、伝統的福利厚生活動、
第 2 に、健康・安全ケアー、教育の活動、第 3
に、新型福利厚生施策・「準金銭的なプログラ
ム」である 95）。実施時期についてみれば、おお
ざっぱには第 1 の施策群が最も早く、その次に、
第 2、第 3 の施策群が実施され、戦間期に多く
の企業が新たに実施したのは第 3 の施策群で
あった。
　第 1 のカテゴリーは、企業成員間の調和を増
進し、忠誠心を育むために、旧来から設けられ
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時期別福利厚生施策の導入過程
ⅰ）アメリカ
イ．第一次大戦期まで

　ウェルフェア・キャピタリズムは、第 1 次大
戦後にアメリカで本格的に広がったが、福利厚
生施策の歴史はもっと長かった。19 世紀後半
に、創業者が取りしきっていた会社を中心に
ウェルフェア・ワークが導入された。
　ロード・アイランド州のピースデール製造会
社（Peacedale�Manufacturing�Company）、コネ
チカット州のチェニー・ブラザーズ社（Cheney�
Brothers�Company）とウィリマンティック・リネ
ン社（Willimantic�Linen�Company）、マサチュー
セッツ州のラドロー製造協会（Ludlow�Manu-
facturing�Associates）の�4 社共に 1880 年まで
に、図書館とダンスのクラブやクラスを設置し
た。さらに、ラドロー社は病院を建設し、チェ
ニー社は年配の従業員に恩給を与え、チェニー・
ブラザーズは講堂も設けた 100）。
　1886 年から 88 年の間に、全米で 20 社以上が
福利厚生プログラムを開始し、1900 年以前、会
社町（company�town）はしばしば包括的な慈善
計画のための基礎をなすものであった 101）。
　施策別にみれば、最も早く進んだのは傷害を
受けた労働者のための共済基金制度であった。
1875 年以降、当時の最大の企業が属していた鉄
道業で共済組合が導入された。共済基金制度を
導入する企業が相次ぎ、70 年代後半～80 年代
に共済組合を採用していた企業が約 20 社に達
した。例えば、ボールドウィン機関車製作所や
ウェスティングハウス・エア・ブレーキ社の他
に何社かの軽工業企業、そして、フィラデルフィ
ア、ストローブリッジ・アンド・クローシア百
貨店やニューヨークのメイシーズ百貨店のよう
な流通企業でも共済組合が作られた。87 年まで
には、ペンシルベニア州の大企業のほとんどが
一つあるいは別の種類の医療を提供し、1890 年
までに全米で 120 の共済組合ができた 102）。後述
するように、日本でも最も早く実施された福利
厚生施策は共済組合によるものであり、これも
日米の福利厚生施策の実施上の共通点であっ
た。
　当初フランスで普及した利潤分配制も 1880

年代に「ウェルフェア・ワーク」として米企業
に導入された 103）。先駆的に同制度を導入した企
業は前述のピースデール社と、シンシナティ近
郊のアイボリーディルのプロクター・アンド・
ギャンブル（Procter�and�Gamble、以下 P&G と
する）であり、ピースデール社が全米最初の利
潤分配制導入企業であった 104）。
　1880 年代半ばのストライキや不穏の状況下
での「労働問題」への関心の増大が生み出した
のが利潤分配制であり、その大部分は直接的に
も間接的にも、福利厚生計画の先駆けをなすも
のであった 105）。特に、労働不安の時期であった
86-89 年に、アメリカで 40 社ほどが利潤分配制
を発足させた。ただし、利潤分配制は 80 年代の
米企業全体からみれば、まだ珍しいものであっ
た。
　前述したピースデール社と P ＆ G は、利潤分
配制を野心的な福利厚生計画と結びつけてい
た。利潤分配制の導入と同時に食堂や庭園など
のようなさまざまな居住環境改善にも配慮し始
め、これがアメリカの福利厚生運動の第一歩で
あるとされる 106）。例えば、両社では、株式購入
制度、不具になった従業員のための補償制や年
金制度、貯蓄・貸付組合、一時的な協同売店、
婦人労働者用の昼食室、図書館、および読書室、
さらに「配給日」、つまり利潤分配制が告示され
る年 1 回の休日などを設置、実施した 107）。
　図書館、食堂、クラブ・ハウス、およびその
他の社交的・娯楽的な諸施設を設ける企業が増
えた。例えば、福利厚生の導入に先駆的な役割
を果たした都市製造業者たちのうち、ピッツ
バーグの H・J・ヘインズ（Heinz）は、労働者
に制服を支給し、また工場を「地球上で最も清
潔な場所」にすると共に、女性従業員向けの更
衣室、化粧室、ロッカーおよび昼休みの散歩の
ための「屋上庭園」を設けた。さらに、ヘイン
ズは 1890 年代までに、娯楽室、共済組合を設
置し、年 1 回の遠足を行い、欠勤者のチェック
および必要ならば、カウンセリングを行う、「マ
ザー」ダンと呼ばれる福利厚生職員をおいた 108）。
　しかし、1893 年から 97 年の不況で、福利厚
生プログラムはその煽りを真っ先に食らってい
た。ウェルフェアリズム施策は、主に、従業員
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間にも続いた。20 世紀初頭から製造業を中心に
従業員の就労ニーズの充足や勤労意欲の高揚を
意識的に追及する経営者が相当数存在した。例
えば、1904 年に、福祉厚生施策の普及を担う福
祉部（Welfare�Department）の執行委員会（Ex-
ecutive�Committee）に、前述のフィレーン社の
エドワード・A・フィレーンと NCR のジョン・
H・パターソン社長、ゼネラル・エレクトリッ
ク（General�Electric、以下 GE とする）、ウェ
スティングハウス、スチュードベーカー（Stude-
baker）、ナショナルビスケットカンパニー（Na-
tional�Biscuit�Company）、アメリカンロコモー
ティブ（American�Locomotive）、H.J.ハインツ、
インターナショナル・ハーベスター（Interna-
tional�Harvester）、R.H.メイシー・アンド・カ
ンパニー（Macy�and�Company）の経営者が含
まれていた。最初は 100 社の経営者しか会員に
入っていなかったが、7 年後の 1911 年にはその
総数が 5 倍に増えた 116）。
　第一大戦以前の 10 年間（1905-1915）、包括
的な福利厚生計画を導入した製造企業は 40 社
にも上った。この 40 社は繊維、機械、鉄鋼等の
産業に集中したが、鉱業、製材業のような、地
理的に孤立した産業にまでも福利厚生施策は普
及した 117）。この時期、福利厚生施策の導入を主
導したのはほとんど大企業であったが、一部の
中小企業も含まれた。例えば、1886 年に創業さ
れた床ワックスと家庭用品のメーカー、SC ジョ
ンソン・アンド・サン社は、20 世紀に入って、
従業員に、保養施設、利潤分配制、有給休暇、
団体生命保険、その他さまざまな給付制度を立
て続けに供与した 118）。イーストマン・コダック
も 1911 年より 100 万ドルを使って、従業員の
ための福利、病障、年金基金を設立した。
　福利厚生施策の内容をみれば、労働条件改善
にかかわる施策が多く、庭園工場（garden�fac-
tories）、より良い設計、明るさ、空気、清潔さ
といったアイデアに加えて、�新たに医療施設や
教育施設、さらには年金制度の開発に企業が真
剣に取り組んだ 119）。20 世紀の最初 10 年間に利
潤分配制には定期的に支払われる賃金以外の
ボーナスまでが含まれ、1910 年代前半に、全米
で約 60 社が新たに利潤分配制を導入した 120）。

の社会・教育・文化・レクリエーションに限定
された 109）。利潤分配制を断念する企業も増え、
同制度が短命に終わる企業が多かった 110）。利潤
分配制の効果が分散的であったこと、有能な労
働者と怠け者との間に差別をつけなかったこと
など同制度の魅力が小さかったからである。利
潤分配制を導入する企業の規模も比較的小さ
かった 111）。とはいえ、その中でも、イーストマ
ン・コダックのように、企業業績と関連せず、
利潤分配制を数十年間維持した大企業もあ
る 112）。99 年、イーストマンは株式公開で莫大
な利益を得ると、その利益の一部の 178,000 ド
ルを約 3,000 人の従業員に初めてボーナスとし
て支給することを決定し、その後も、企業の利
益の一部を従業員に還元した。
　不況から脱出しつつあった 1897 年とその翌
年に、一部企業が福利厚生施策を実施した。ボ
ストンの百貨店であるウィリアム・フィレーン・
ソンズ社（William�Filene�Sons�Company、以下、
フィレーン社とする）とオハイオ州デイトンの
NCR 社（National�Cash�Register�Co.、以下、NCR
とする）である。両社は福利厚生活動の方向を
とくに住宅と地域社会の事業から工場の労働条
件へと移し、体系的な福利厚生事業の発展にか
なりの影響力を及ぼした 113）。
　フィレーン社は、米ウェルフェア・キャピタ
リズムの初期形態の 1 つを進化させた先駆者で
あった。同社は 1898 年に「フィレーン協同組
合」と呼ばれる組織を設け、貯蓄、障害、教育、
およびレクリエーション・プログラムを設置し
たが、同社の協同組合は全米で最初の著名な会
社組合であった。しかし、同社の取り組みはビ
ジネス界で大きな流れを作ることはできず、近
代的な福祉資本主義をアメリカの大企業に導入
するのは、NCR に任された 114）。NCR は、従来
からの伝統的な福利厚生活動に加えて、新たに
諸々の保健・衛生制度を実施した。例えば、同
社は共済組合を組織し、職場における厳格な安
全規則を制定し、事故による犠牲者のための医
療サービス、従業員のための浴室、婦人労働者
のための食堂、「休憩室」、および無料料理教室
などを提供した 115）。
　福利厚生施策の広がりは 20 世紀最初の 10 年
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つか、あるいは 2、3 だけを採用していた。ま
た、企業の資金力の限界もあり、工場では「新」
福利厚生制度をさらに導入することは滅多にな
く、しかも、一部の大工場に限られた。例えば、
年金制度は、US スチール社と 2、3 の金属製造
工場だけにとどまっていた。新福利厚生施策を
導入する場合も、その対象がブルーカラーにま
で広げられたケースは少なかった。有給休暇や
年金の権利が保障され、深夜労働やレイオフか
ら免除されたのはブルーカラー労働者には無縁
だった。1916 年においてさえ、月給制労働者に
有給休暇を与えた 317 社のうち、従業員全員に
これを与えたのは、わずか 16 社にすぎなかっ
た 123）。
　しかし、第 1 次大戦後、アメリカでは、大企
業を中心にウェルフェア・キャピタリズムがさ
らに普及し、ウェルフェア・キャピタリズムが
隆盛を極めた 124）。26 年にアメリカ最大企業
1,500 社の 80% が少なくとも一つの形態のウェ
ルフェア・キャピタリズムを採用しており、20
年代末、アメリカの雇用全体の 15% ～20% を占
める企業で、ウェルフェア・キャピタリズムを
実践していた。企業のパターナリズムは、「労使
関 係 プ ロ グ ラ ム（industrial�relations�pro-
grams）」と知られる、より公式的でより包括的
な施策に発展した 125）。

a）1920 年代の「新」福利厚生施策の拡大
　アメリカの 1920 年代には、福利厚生施策の
実施企業が増加した。例えば、26 年に、約 2 分
の 1 の企業が包括的な福利厚生プログラムを設
置し、最低でも 400 万人以上の労働者が福祉的
な活動を採用していた会社で働いていた 126）。
　この時期に、前述したサラリーマンモデル企
業、組合不在企業が福利厚生施策の実施に積極
的であり、特に、1919 年に創設された特別協議
委員会（Special�Conference�Committee、以下
SCC とする）の加盟企業がこの時期の福利厚生
施策導入・拡充のリーダーであった。例えば、
SCC 創設時からの加盟企業、ベスレヘム・ス
チール（Bethlehem�Steel、以下ベスレム）、デュ
ポン（Du�Pont）、ウェスティングハウス、GE、
ジェネラル・モーターズ（General�Motors）、

　この時期、年金、保険、有給休暇など「新」
福利厚生制度を積極的に導入、強化したグッド
イヤー社の例をみておこう 121）。グッドイヤー
は、1909 年にあらゆる事故や疾病で働けなく
なった従業員に対して、従業員の拠出金によっ
て疾病生活を補助し、医療費を肩代わりする共
済組合を設立し、その後、グッドイヤー医療組
合も創設した。15 年には共済組織に生命保険業
務を組み込めるなど、会社からの援助のもとに
生命保険を追加し、付加給付の充実化を図った。
14 年には会社が全額出資する無拠出制の年金
制度を導入し、全雇用期間の資金総額の 1% 相
当額が毎年支払われ、支払いは月々の分割払い
方式をとっていた。従業員から応募を募って優
先株を割当る形式で従業員持ち株制も導入し
た。同年にホワイトカラーのみに与えられてい
た有給休暇制度を、ブルーカラー従業員にも適
用した。それに、アクロン市の人口増加に伴う
住宅難や生活状況の悪化を考慮して、15 年に、
社宅として Goodyear　Heights の建設を決定
し、16 年から原価で従業員に土地と住宅を販売
した。
　1 次大戦期には、ウェルフェア・ワーク・プ
ログラムの増殖現象がみられた。雇主自らが保
険プラン、年金、利潤分配制などにもっと関心
を注ぎ始めた。1916 年から 17 年にかけての 431
事業所を対象とする米労働統計局の調査によれ
ば、診療施設や簡易食堂、休憩室、貯蓄制度、
図書館、社交クラブおよび「家族のための事業」
についての関心が増大しつつあった。同調査に
よれば、1917 年には福利厚生プログラムに対し
て好意を示した企業がそうでない企業の約 5 倍
に達していた。W.Jett　Lauck と Edger�Syden-
stricker の調査によれば、1917 年に「2,000 の
企業のうち、1,500 の企業」が「福利厚生事業
を取り入れてい」た 122）。

ロ．戦間期
　このように、伝統的な福利厚生施策を 19 世紀
後半より導入する企業があり、その後、一部の
先進企業が先駆けて部分的に新型福利厚生施策
を導入したが、第 1 次大戦期まではまだ限界が
あった。多くの企業は、福利厚生事業のただ一
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る企業が増えた 130）。
　この時期、導入、拡充された代表的な金銭的
福祉給付は、団体健康保険、年金制、有給休暇
などであった 131）。米 Bureau�of�Labor�Statistics�
のデータから、1917 年と 26 年、個別の新型福
利厚生施策の導入企業比率を比較してみれば、
病床給付プランは 19％から 50％へ、団体保険
プランは 7.4％から 43％へ、有給休暇プランは
3.7% から 31％に大幅に上昇している。17 年の
導入企業数は確認できないものの、26 年に従業
員持ち株制は約 3 割の 123 社が実施しており、
これは 10 年代より増えたことが推測できる

（表 1）132）。20 年代末の調査によれば、団体保険
導入の企業が 7 割、共済基金が 6 割に達してい
た 133）。
　1928 年時点で、大企業の 2 割以上が退職年金、
貯蓄プラン、持ち家制、有給休暇プランを導入
しており、団体保険プランを実施している企業
は半数近くなっている。中小企業でも団体保険
プランと有給休暇プランを施行する企業が 2 割
～3 割に達した（表 2）。
　さらに、プログラム・施策の対象者も広がっ
た。ホワイトカラーだけでなく、ブルーカラー
にまで福利厚生施策の恩恵が広がったのであ
る。例えば、1920 年代に、多くの企業で毎年数
百万ドルを超える金銭的プログラムの費用をブ
ルーカラー労働者に対して支出していた 134）。15
年～26 年に、米国において正式な退職年金制度

グッドイヤー、アーヴィング・トラスト（Irving�
Trust�Co.）、インターナショナル・ハーベスト
社、ニュージャージ・スタンダード・オイル

（Standard�Oil�of�New�Jersey、以下、SONJ とす
る）127）、23 年加入の US ラバー、25 年加入の AT
＆ T、32 年加入の US スチールも積極的に福利
厚生施策を導入した。シアーズ、イーストマン・
コダック、P&G、IBM、トムソン、NCR、デル
タ・エアラインズ、SC ジョンソン・アンド・サ
ンズ、エンディコット・アンド・ジョンソン社

（Endicott�and�Johnson）,フォードモーターズ、
オーティス・エレヴェーター（Otis�Elevator）、
スチュードベーカー、シャーウィン・ウィリア
ムズ（Sherwin-Williams）などもそれに加わっ
た 128）。
　このように、世界大戦を挟んで福利厚生プロ
グラムを実施する企業が増えたばかりでなく、
そのプログラムの内容、対象も変化してい
た 129）。伝統的福利厚生施策が減退する代わり
に、新福利厚生活動が強化・拡充された。すな
わち、1920 年代の大企業の経営者は「古い温情
主義」の施策形態を意識的に排し、旧式の家父
長制的なプログラムの規模を縮小した。例えば、
25 年～30 年に食堂、従業員向け雑誌、社交組
織、体育施設、会社ピクニックなどの福利厚生
活動が減退した。その代わりに、伝統的な福利
厚生に比べれば温情度が落ちる金銭的福祉給付
＝「非人間的」な金銭支出プログラムを導入す

表 1　「新」福利厚生施策の導入企業数と比率
（単位：社、％）

1917 年 1926 年
導入企業数 導入企業比率 導入企業数 導入企業比率

退職年金プラン 75 17 ―
病床給付プラン 80 19 214 50
団体保険プラン 32 7.4 186 43
貯蓄プラン 188 44 196 46
従業員持ち株制 ― 123 29
利潤分配制 ― 50 12
有給休暇プラン 16 3.7 133 31

注：1917 年と 26 年の両年に重なる大企業サンプル 430 社を対象にする。
出所：Moriguchi（2005）,�p.54（原資料は U.S.Department�of�Labor（1919,�1928））.
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を持つ企業数は倍増し、その対象が 400 万人に
なったが、その対象としてホワイトカラーだけ
でなくブルーカラーまでを含めていた。従業員
持ち株制を実施した企業も、21 年から 27 年の
間に約 280 社に倍増しており、その対象は、ブ
ルーカラーを含めた全従業員であった。20 年代
前半、1,058�社の約 3 分の 2 がブルーカラーに
も有給休暇を与える制度を導入した 135）。�

b）1930 年代の福利厚生施策の実施
　1930 年代は大恐慌から始まり、そのあおりを
受けて、ウェルフェア・キャピタリズムの後退
がみられた。ウェルフェア・キャピタリズムの
強い支持者であった経営者の中で、33 年までに
企業福利厚生を撤回し、大規模な解雇を実施す
るケースが出てきた。「従業員が最も必要とする
とき」に福利厚生施策が縮小されたのである。
恐慌前に比べると、33 年までその縮小が大き
かったのは、株価暴落や企業業績の悪化の影響
を受けやすい従業員持ち株制（52%）、利潤分配
制（35%）136）、住宅購入プログラム（24%）に加
えて、従業員雑誌（49%）、有給休暇（43%）、社
会的およびレクレーション活動（38%）であった。
　しかし、恐慌の中でも、施策によってはその
縮小の度合いが低いものもあった。例えば、年
金制、団体生命保険の縮小率（10％）は低かっ
た 137）。しかも、労働組合不在か組合が弱い企
業、また、1920 年代にウェルフェア・キャピタ

リズムに積極的な企業であればあるほど、恐慌
下の福利厚生事業の縮小は小さかった。これら
の企業の共通点は景気循環に対して安定的かつ
製品需要が長期的に着実に増加していた新興産
業に属しており、大恐慌の打撃が相対的に深刻
でなかったことであった。それに、労働組合が
比較的に弱体で、第 2 次大戦後まで組合の攻撃
にあわないで済んだこと、強力な指導者によっ
て切り回されていたこともこれらの企業の共通
点であった。恐慌を乗り切った先駆企業のうち、
組合不在の状態を保ち、30 年代を超えてウェル
フェア・キャピタリズムを実践し続けえた企業
も少なくなかったのである 138）。
　しかも、大企業では、1935 年以後、34 年以
前に削減した福利厚生給付金のいくつかを元に
戻し、さらに、年金や健康保険、利潤分配、有
給休暇などを適用される労働者数が着実に増加
した 139）。

c）施策別推進例
共済基金と保険制

　企業が医療に携わるようになるにつれて、共
済組合基金を組み、主治医、病院、そして薬に
要した代金を労働者の代りにこの共済基金から
支払ってもらった。その基金には、企業も拠出
し、1907 年には 30%、1926 年には 3 分の 2、そ
の後、大恐慌期前半の 1931 年には若干下がっ
ても 50% 近くを企業が拠出した。基金から医療

表 2　「新」福利厚生施策の導入企業数と比率（1928 年）
（単位：数、％）

中小企業 大企業
導入企業数合計

導入企業数 導入企業比率 導入企業数 導入企業比率
退職年金プラン 121 4.8 474 28 585
団体保険プラン 1,600 36 774 47 2,374
従業員持ち株制 163 3.7 287 17 450
利潤分配制 168 3.8 80 4.8 248
貯蓄プラン 168 3.8 328 20 496
持ち家制 264 6.0 386 23 650
勤続賞与 384 8.7 183 11 567
有給休暇プラン 926 21 427 25 1,353

出所：Moriguchi（2005）,�p.54（原資料は NICB,�Industrial�Relations�Programs）.
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してのみ給付金を支払ったが、1922 年から 23
年に、いくつかの企業では、疾病・事故給付を
追加し始めた。労働者だけでなく、その家族の
事故、病気、老衰、死亡による損失補償を図る
保険プログラムも実施された 144）。20 年代の労
働者世帯の一般的状況は、自力で保険に加入す
る経済的余裕がなかったため、会社負担の生命
保険制度は、中高年労働者世帯に無視しえない
意義を持った 145）。30 年代の恐慌中にも、新た
に保険制度をつくる企業が現れた。例えば、イー
ストマン・コダックに追随してローチェスター
の 13 社や GE が、恐慌の最中の 2 年間に保険制
を新たに導入した 146）。

利潤分配制と従業員持ち株制
　すでに述べたように、利潤分配制は 1880 年
代より一部の企業で導入されていたが、その後、
アメリカが第一大戦に参戦するまで約 250 社が
利潤分配制を導入し、さらに、1 次大戦後に利
潤分配制の導入の動きが一層著しくなった。
1915 年から 21 年の 6 年間で利潤分配制を導入
した企業数は約 400 社になった 147）。福利厚生施
策の中で、利潤分配制は企業にとって最も費用
がかかったといわれるが 148）、20 年代に最も多
くの企業が導入していた福利厚生施策でもあっ
た。
　従業員持株制について、割引価格で株式を購
入できるだけではなく、雇用関係が継続してお
り、かつ会社の最良の利益を増進するために働
いたという上司の証明書がある者には、最初の
5 年間毎年 1 株当り 5 ドルのボーナスを支払っ
た。さらに、資格がなくて 5 ドルのボーナスを
受け取れなかった者に支払われるはずであった
5 ドルが積み立てられ、それが 5 年勤続者に分
配される利潤分配制もあった 149）。
　1922 年以降の株価上昇過程で急速な広がり
を見せたこともあり、20 年代に、従業員持ち株
制が大量生産型大企業を中心に急速に普及し
た。従業員持株プランの実施企業は 17 年 60 社、
21 年 120 社であったが、27 年までにはおよそ
400 社に達した。24 年-29 年、300 社以上の企
業が何らかの形で従業員持ち株制を運用してお
り、22 年-29 年、米大企業のほとんどで従業員

保険の適用を受けられる会員資格に制限をかけ
る企業もあり、例えば、22% の共済組合は最低
年齢の制限を設け、29% の共済組合は中高年従
業員が加入するのを阻止する最高年齢制限を設
けた。ただし、大多数の共済組合は、会員に制
限を設けていなかった 140）。健康診断・健康証明
書を必要とする共済組合もあり、この健康証明
書は若者が病気で保険金を請求したり、老人が
何度も請求することに対する一種の「保険」で
あった。
　共済組合の数は 1916 年の 425 から 31 年には
398 へと減少しているとはいえ、同じ期間に共
済組合員数は 18 年の 74 万 9 千人から 31 年に
は 82 万 5 千人へと増加していた。こうした増加
の主な理由は適格従業員の割合が増えたことに
あった。すなわち、16 年の適格従業員数は平均
労働者の約 60% にすぎなかったが、31 年まで
に約 74% になっていた 141）。
　ただ、共済組合には欠点があった。まず、拠
出企業の内、イーストマン・コダック社、カー
ネギー・スチールなど何社かは「極めて気前が
良かった」が、こうした企業は稀で、大部分の
企業の拠出額は非常に小さく、支給される給付
金額も貧弱であった。給付金の受取人は労働不
能に陥る人に限られるなど給付条件も厳しかっ
た 142）。
　そこで、共済組合に代わるものとして団体保
険制度が登場した。団体生命保険は掛金の会社
負担で従業員を一括して生命保険に加入させる
ものである。この団体保険制を最初に導入した
のは 1912 年頃とされるが、その後、導入企業
が急増し、特に、20 年代に顕著に広がり、同制
度の実施企業は 27 年に約 750 社に達したと推
計される。従業員の少なくとも 75% が入会して
いなければならなかった団体保険制の採用も
16 年の 32 社から 26 年には 186 社にまで増え
た。団体保険の販売額は 14 年の 4,500 万ドルか
ら、17 年に 1 億 7,800 万ドル、19 年に 4 億 2,600
万ドルに増加し、28�年には�75�億ドル相当の団
体保険になった。20 年代に、この健康・生命保
険制度は「新」福利厚生プランの中でも最も普
及した施策の一つになった 143）。
　保険の適用範囲も拡大され、当初、死亡に対
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に自社の株式を保有させていた。導入企業で自
社株を保有する従業員の比率も高かった。例え
ば、1926 年現在、ベスレヘムでは、6 割以上の
従業員が、コモンウェルス・エジソン・カンパ
ニ ー（Commonwealth�Edison�Company） で は
43％の従業員が自社株を所有していた。カリ
フォルニア州とインディアナ州のスタンダード
オイル社は、それぞれ自社株保有資格を持つ従
業員の 86％と 71％が自社株を所有していた。実
は、この従業員持ち株制は、1920 年代のウェル
フェア・キャピタリズムの諸施策の中でももっ
とも広範に普及した施策の 1 つであった 150）。

年金制
　次に、年金制も 1920 年代の「新」福利厚生
施策の代表的な施策であった 151）。すでに 1900
年代の 10 年間に 42 社が年金制を導入したが、
1 次大戦後に導入企業が急増した。例えば、1910
年以後 15 年間で少なくとも 181 社に同制度が
追加された。1914 年-19 年に 90 の老後年金が
追加された上、21 年-25 年には新たに 72 の年
金制が導入された。その結果、年金制を施行し
ていた企業数は 24 年に 245 社になり、25 年に
は 245-310 社に見積もられ、28 年には 500 社を
超えた。年金制でカバーされていた従業員数も
24 年に 280 万人を超え、28 年には 350 万人近
くになっていた 152）。
　多くの産業の企業が年金制を採用していた。
最初に正式の年金制を考案した業種の一つであ
る鉄道業、その他の公益事業、金属産業、鉄道
業、銀行業など一部の業種に集中する傾向もみ
られ、これらの産業が対象従業員数の 85% を占
めたが、石油、電機産業等の大企業でも実施企
業が多かった 153）。企業規模別には圧倒的に大企
業に偏っており、年金制導入企業のうち従業員
2 万 5,000 人以上の 29 社で 4 分の 3 を占め、従
業員数 1 万人以上の 48 社で 84% を占めた 154）。

d）主要企業別の施策推進例
GE

　GE 社はすでに 20 世紀初頭から有給休暇、共
済組合、退職年金など従業員向けの各種福利厚
生施策を導入しており、1910 年代までも当時と

しては極めて高水準の従業員の福利厚生施策を
施していた。さらに、20 年代に入ってから、年
金、付加報酬、生命・障害保険、貯蓄・投資プ
ランなど金銭的給付に関するプランの改編と強
化を相次いで実施し、また、大企業としてもほ
とんど前例のない、企業単位の失業保険にも着
手した 155）。30 年代の大恐慌期に一部の福利厚
生施策が廃止・縮小したとはいうものの、34 年
に付加報酬、35 年に有給休暇制を復活させ、37
年には生活費調整計画（cost-of-living�adjust-
ment�plan）を導入するなど、30 年代末には同
社の福利厚生支出は大恐慌前の水準を上回るよ
うになった 156）。
　施策別にみれば、GE は、まず、1920 年に団
体保険を始めた。設立当初、掛け金は企業のみ
が負担し、従業員は負担しない無拠出制団体保
険であったが、25 年 11 月に、掛金を従業員自
身が負担する付加的団体生保プランを発足させ
た。ただ、本人負担とはいえ、団体保険である
から掛金率は割安であった。発足当初は、既従
業員については任意加入とされ、新規従業員に
ついては付加的生保への加入が無料の団体生保
の適用条件とされ、付加部分による生命保険額
の増額が督励される形であった。26 年の Annu-
al　Report によれば、勤続 1 年以上の有資格者
のうち、男女含めて 83% が付加的生保に加入し
た。28 年 7 月以降は、男子従業員には勤続 5 年
を超える 45 歳以下の雇用継続が加入条件とな
り、事実上の強制加入となった。こうした自己
負担による中年層への加入強制は、掛金率が高
いだけに必ずしも全面的に歓迎される制度改革
ではなかったが、すでに 30 年末時点で、加入者
は全従業員比約 85% の高率であった 157）。
　年金制については、GE は 1912 年から始まり、
当初は全額企業負担の無拠出年金であったが、
その後、一定条件を満たす従業員を対象とする
自由老後年金に変わった 158）。
　1927 年末からは、従業員給与の 1.5％分の貯
蓄からの追加年金制を提供した。経営側から拠
出制付加年金制が GE 全社的に提示されたのは
28 年末で、同年 7 月に遡って実施された。この
付加年金制度の発足時に勤続 5 年以上の従業員
で 45 歳以下の者については付加年金への加入
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制度では、法的な問題への対応、銀行への第二
抵当権保証などで住宅ローンの困難さを軽減さ
せる形で従業員を支援した 163）。30 年まで、2,500
件の住宅購入の資金調達を手伝い、この時期購
入した住宅の価値、1,900 万ドルのうち、600 万
ドルのみが従業員によって支払われた。

ベスレヘム・スチール
　ベスレヘムは 1923 年 1 月より、全社統一の
新年金制度を実施し、26 年 6 月に新共済保険制
度を開始した 164）。同社の共済制度の歴史は古い
が、26 年の共済制の改定は従業員の要望を受け
た疾病・非産業事故に関する傷病給付と死亡給
付の増額が主眼であり、従来の共済制に加えて
健康保険・生命保険の役割を兼ねたものであっ
た 165）。従業員は一定の掛金を負担し、共済基金
が加入者掛金とその運用益などで賄われ、管理
運営費は企業側が全額負担した。任意加入で
あったが、新共済制度加入率は発足時に 90%、
31 年には 98% で高かった 166）。
　また、ベスレヘムは 1924 年に従業員貯蓄 ･ 持
株制をも導入したが、この従業員持ち株制は 20
年代に実施された「新」福利厚生プログラムの
中で同社が最も期待した労務管理施策であった
とされる 167）。この制度では、7% 累積的優先株

（cumulative�preferred�stock）が充当され、購入
当初 5 年間は総額 15 ドルの特別給付が付加さ
れた。応募条件として年収 400 ドルごとに 1 株
であり、募集毎の一人当たり応募株数は平均 2
株であった。最長 21 カ月の割賦が認められ、こ
の場合、特別給付は購入資金に充用された。26
年から 29 年まで、対従業員総数応募者比率は
60% を超えた。しかし、大恐慌の影響を受け、
32 年には募集停止に追い込まれ、33 年末には
従業員株主 9,717 人、所有株式 8 万 3,403 株に
まで減少した 168）。なお、ベスレヘムは、10 年
代半ば以降、従業員の住宅取得問題への取り組
みを行い、23 年に新制度として住宅取得補助制
も発足したが、従業員持ち株制と同様に、大恐
慌の影響で持家制は 32 年に廃止された 169）。

USラバー
　US ラバーは 1 次世界大戦期に従業員持株制

が強制加入の雇用条件とされた。45 歳以上の人
については任意加入とされたが、それでも 9 割
を超える従業員が加入していた。GE の年金基
金は、事業の業績に左右されないように、同社
とは完全に独立した別の信託基金に置かれてお
り、29 年までこの年金信託に 1,200 万ドルが積
み立てられた。このように、別々の信託基金に
年金制を運営したのが、30 年代の大恐慌中にも
年金制度を維持できた理由の一つであった 159）。
　GE が試行的に貯蓄制を導入したのは 1919 年
であり、22 年まで従業員貯蓄向けに特別社債を
発行・販売した。20 年には従業員持ち株制を創
設し、同年 11 月には従業員持株プランの試みと
して同社の普通株 5 万株を従業員に有利な条件
で販売した 160）。
　持株プランは安定貯蓄制度にならないと判断
した GE は、1923 年 1 月、従業員持株制を取りや
め、代わりに、元利確実な貯蓄制として永続的な
制度を新たに発足し、従業員証券会社（GEESC
＝GE�Employees�Securities�Corporation）を設
立した。この GEESC で普通株は企業が所有し、
債券は従業員に販売した。この新しい貯蓄制で
は、従業員は GEESC が発行した 6％の利息を
支払う 10 年債を購入でき、さらに、元の購入者
が雇用され続け、債券を保有し続ける限り、2%
分を会社負担で上乗せし、この結果、8% の高
い年利を約束する形で従業員にかなり有利で
あった。20 年代後半には、従業員 40％以上が
積極的に貯蓄・投資プランに参加し、従業員が
平均で 800 ドル-1,000 ドルの債券を保有した。
持株プランの不安定性を予測し、安定的な貯蓄
プランを採用し、利子補給による高い利率と
いった点で、GE の従業員持株制は、一般的な
持株プランと比較して相対的に際立っていたの
である 161）。
　GE は 1917 年に工場労働者に対する有給休暇
制をも開始し、同年から同社スケネクタディ従
業員の 19% が有給休暇制度適用者になったが、
同制度は、29 年にさらに拡充された。すなわち、
それまでの工場労働者の有給休暇制は俸給職員
向けとは格差があったが、同じ扱いに変更され
た対象労働者の範囲が広がった 162）。
　1924 年には従業員持ち家制も導入した。この
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と年金制を創設し、ゴム靴工場では、従業員寄
宿舎、レストラン、託児所、買店、診療所など
の伝統的福利厚生プログラムを拡充していた。
それに加えて、新福利厚生施策である従業員持
株制も導入した。この従業員持株制は自社の普
通株を原価で分け与えるもので、購入者は 10 年
間の保有を義務付けられ、この間に少しずつ購
入代金を払い込む仕組みであった。しかし、US
ラバーの普通株の株価は 1920 年末に 143.75 ド
ルから 53 ドルへと急落し、20 年代を通じてそ
の額面価格を回復できず、会社は従業員からの
払込を延期する措置を取り続けた。26 年 5 月に
は、60 歳以下の俸給従業員を対象とする団体生
命保険も導入し、28 年には、工場労働者の加入
も認められる生命保険制に拡充した 170）。

GM
　ゼネラル・モーターズ（GM）は 1910 年より、
従業員向けの大規模な持ち家プログラムを運営
しており、住宅を低廉な価格で従業員に販売し
ていた。また、19 年に貯蓄投資プランも導入し、
さらに、24 年に従業員持ち株制を開始し、従業
員が購入した自社株に対して会社が 1 株当り 2
ドルを支払った。27 年には、勤続 3 か月以上の
従業員が加入できる、拠出制の共同負担型団体
保険制度も導入され、資格を持つ従業員の 99％
がこの団体保険プランに加入した。30 年代ま
で、同社は年金制や有休休暇制は導入しながっ
たが、40 年には、ホワイトカラーの従業員だけ
が加入できる年金制や退職手当制を設けた 171）。

ⅱ）日本
イ．第 1次大戦期まで

　日本においても、19 世紀末より一部の先進的
な企業で、経営家族主義、温情主義に基づく福
利厚生施策を実施し始めた。代表的な例が鐘淵
紡績と三菱長崎造船所であり、これらの企業は
明治中期～明治 30 年代初に職工救済の制度を
設けた 172）。例えば、三菱長崎造船は、「職工救
護法」を 1897 年 11 月に制定し、職工と造船所
の同額出資による救護基金を原資にして救済制
度を実施した。公傷治療費を造船所が負担する
だけでなく、公傷病気療養中の日当手当金も企

業が支給した。また、公傷による死亡 ･ 不具廃
疾者に対する手当金を支給すると共に、退職年
齢に達した場合と、死亡・不具退職・造船所都
合解雇の場合には退隠手当を支給した。
　各工場に救済制度が興ってきたのは日露戦役
後の現象であった。日露戦後、不況と労使紛争
が激化する中で、経営家族主義あるいは温情主
義といわれる労使関係が急速に展開した。各種
の産業部門の官営・民営企業において、疾病・
傷害等の事故に際して労働者の生活を最低限維
持し労働力の継続的確保を図ると共に、労働者
の帰属意識や連帯意識を高めるために、福利施
設を設置する企業が続出した。1 次大戦期の好
況と急速なインフレが福利厚生施策の拡充・普
及を促進したのである 173）。

a）共済、救済制度
　日露戦役後、つまり、概ね 1907 年（明治 40
年）以降、日本企業の福利厚生施策は救済から

「共済」に代わり、この共済制度が急速に増加
し、確立した。扶助施設の多くは共済組合形式
をとっており、この共済組合は企業の主導下に
誕生し、経営の直接的な指導のもとに運営され
た 174）。04年までも共済組合の設立の動きはあっ
たが、日露戦争中より設立企業数が増えた。そ
の後も毎年 20 社～30 社で共済組合が設立され、
一次大戦中にはさらに増加速度が高まった

（表 3）。
　日露戦争直後、八幡と砲兵工廠で職工共済会
が発足され、大紡績資本を中心に共済組合の設
置や病院の設立など「福利」政策が現れた 175）。
日本の共済制度の典型・モデルは 1907 年制定
の鉄道院共済組合であり、その後、急速に民間
工場や鉱山にも採用されるようになっていっ
た 176）。
　なお、救済制度の内容も充実を見るに至っ
た 177）。具体的に、業務上の事故にもとづく傷
病・死亡などに対する扶助から、直接的には業
務とは無関係に発生する生活上の事故としての
死亡・疾病・慶弔、あるいは退職などに対する
扶助にまで及んでいた 178）。19 世紀末に救済制
度を導入した三菱長崎造船が 1909 年 1 月に「職
工救護法」を改正して救済制度の内容を充実化
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共浴湯を設ける企業、慰安娯楽施設を設置する
企業も現れた 182）。例えば、1917 年 10 月、三菱
造船の設立とともに職工幸福増進基金を創設・
運営し、この基金の利子をもって、年数回労働
者の慰安、娯楽と、その他教養に関する各種の
催しを行った 183）。

ロ . 戦間期
a）福利厚生施策の拡充と普及

　第 1 次大戦後の 1910 年代末より、大企業を
中心に、福利厚生施策を拡充した 184）。20 年代
を通して、大企業の経営者は企業福利主義を積
極的に実施し、福利厚生施策の普及がかなり進
んだといわれるが 185）、とりわけ、鉱業、製造業
の中では紡績業が他業種と比較して福利厚生が
もっとも進んでおり、労務費に占める福利施設
費の割合が、この紡績業と鉱業で突出して高
かった。対照的に、中小企業が多く、また相対
的に賃金額の高い重化学工業では、福利厚生制
度が発達せず、せいぜい臨時的な支出への扶助
が他業種と比肩できる程度であった 186）。
　1920 年代後半には経営家族主義的な福利厚
生施策が一層広く普及された。前述したように、
福利厚生施策の実施が早かった紡績業だけでな
く、20 年代後半と 30 年代前半にかけて、他の
産業にも福利施設は企業の労務政策のなかでそ
の重要性を一段と高めた 187）。表 4 で、26 年と
31 年を比較すると、福利施設費の対労務費比率
は機械器具工業、紡績業を除くほとんどの産業
で上昇している。労働者 1 人当り福利施設費も、
この期間中、金属、化学、飲食品、電気ガス、

したが、その改正点から救済内容の充実化をみ
れば、まず、業務上の負傷・死亡・不具退職に
対する手当を全額造船所負担とした。また、共
済手当の支給範囲を結婚、出産、家族の疾病・
死亡にまで拡大した上、半カ月の賃金支払の都
度、労働者に一定額を「養老基金」として積立
させ、退隠手当はこの積立額を基準に決定し、
養老手当と合わせ造船所が支給することにし
た 179）。
　共済組合の枠を超えた救済制度も導入され
た。例えば、三菱長崎造船では、1911 年 8 月と
12 月に社倉制度・救済貸金制度が制定され、12
年より実施された。社倉制度は 12 年に白米（後
で精麦、醤油、石鹸、足袋が追加）を労働者各
人の賃金限度内で「原価」で払い下げるという
ものであり、救済貸金制度は労働者の負債整理
のために造船所が低利の資金を貸与することで
あった 180）。

b）他の生活扶助及び福利厚生施策
　会社援助によって生活扶助施設を中心に他の
福利施設の充実も図られた。日露戦争後、工場
社宅や労働者住宅の建設が進められ、寄宿舎も
福利施設的な側面が加わってきた。労働者の生
活費を低減できる生活扶助として、日用品の供
給施設・売店を設ける企業も現れた 181）。
　従業員だけでなく、従業員の家族の生活を扶
助する施策も施された。隣人組織、衛生委員会、
消費者団体、主婦団体、または家族団体を作ら
せる企業もあり、託児施設を新設する例もあっ
た。また、1 次大戦期の好況に、会社食堂、公

表 3　共済組合設立状況

年次 新設組合数 年次 新設組合数
1904 年までの合計 26 1911 年中設立 23

1905 年中設立 17 1912 年中設立 30
1906 年中設立 3 1913 年中設立 31
1907 年中設立 14 1914 年中設立 27
1908 年中設立 14 1915 年中設立 43
1909 年中設立 23 1916 年中設立 71
1910 年中設立 30 1917 年中設立 61

出所 : 隅谷（1964）、182 頁。
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雑工業などの産業で高まった。具体的な企業を
みれば、三菱造船、三菱電機、住友伸銅所、日
本鋼管、芝浦製作所、日立製作所などの財場系
大経営、そして、官営の八幡で経営温情主義の
推進が目立った 188）。
　1930 年代の大恐慌下でも、日本の有力経営者
は主要な福利厚生給付を実施し、温情主義者の
評判を守った 189）。前掲の表 4 によれば、恐慌の
最中の 31 年時点で、福利施設費の対労務費比率
は、鉱業、紡績業に加えて、造船車輌、飲食業、
化学、金属工業など広い産業分野で高い水準に
あった。

b）施策別
　日本企業が実施した福利厚生施策の範囲も戦
間期に広がった。従業員 100 名以上の 2,310 工
場を対象とした内務省社会局の調査によれば、
1931 年現在、退職手当、従業員とその家族のた
めの傷病・死亡手当を導入している企業が多く、
売店、病院、社宅を設けている企業も少なくな
かった。運動施設、安全委員会、従業員会及び
社員遠足を実施、設置する企業も多く、一部の
企業ではあるものの、勤続賞与、利益分配制や
従業員貯蓄制を導入する企業もあった 190）。

扶助
　第一大戦後、疾病や障害への対策として診療

所や病院が会社の資金で建てられ、従業員の家
族に対しても廉価の医療サービスが提供され
た 191）。
　表 5 は、工場法で法定されたもの以外の扶助・
共済手当の状況を示しているが、それによれば、
1921 年、傷病扶助の普及率は 24.2％で高く、慶
弔扶助の導入率も 2 割近くあった。20 年代初め
の時点にも、傷病扶助と慶弔扶助の導入率がか
なり高かったのである。特に、傷病扶助は、紡
績工場が最も多く導入し、半数以上の工場が導
入していた。飲食物工場と官設工場でもほとん
どの企業で導入されていた。業務外傷手当も、
その導入率が 21 年にすでに 70％に達しており、
多くの産業で、かなり高い導入比率を記録して
いた（表 6）。
　1927 年の健康保険法の制定後、扶助施設とし
て、従来の共済組合は解体され、企業主導によ
る福利厚生組織に切り替わり、また、扶助の範
囲も、作業中の事故による障害・損失だけでな
く、他の多様な不測の事態に対する障害・損失
補償にまで広まった 192）。

退職手当
　退職手当を導入した企業も多かった。明治鉱
業のように、すでに 1906 年から鉱夫に対し退
職手当の支給を始めた企業もあるが 193）、第 1 次
大戦後から 20 年までの不況の時期に同制度を

表 4　産業別福利施設費
（単位：円、％）

事業種別 労働者 1 人当り福利施設費 福利施設費の対支払賃金総額比率
1926 年 1931 年 1926 年 1931 年

紡績 32.52 30.06 23.5 18.5
機械器具 15.17 23.24 5.0 4.6
造船車輌 35.85 34.77 9.9 21.9
金属 42.42 52.88 9.0 13.1
化学 39.74 34.18 12.8 15.7
飲食品 20.89 50.44 8.1 15.6
雑工業 13.09 18.43 2.7 4.7
ガス電気 39.81 81.57 4.3 9.5
鉱業 52.19 51.45 24.1 30.0

出所 : 西成田（1988）、64 頁 ; 高橋（1937）、132 頁。
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所、大阪鉄工所、浦賀船渠、横浜船渠などがそ
の例に当る 195）。

社宅、住宅手当、寄宿舎
　第一大戦後、工場の住宅対策として独身者に
対する寄宿舎のほかに社宅が建設され、経営の
労働者管理が食住生活の面にまで及ぶように
なった。一定勤続期間以上働いた従業員は、低
い賃料で社宅に退職まで住居できた 196）。表 7 か
ら、1920 年代初頭に企業によって住宅が提供さ
れている工場・炭鉱の比率が極めて高かったこ
とが分かる。紡績、製糸など繊維産業はもとよ
り、化学工場、鉱山も高く、中小企業の多い機
械器具工場でも 3 分の 1 以上で住宅が提供され
ていた。2 割以上の紡績工場、化学工場では住
宅手当制度も導入されていた。
　このように、第 1 次大戦後～1930 年代に多く

導入する企業が多かった。前掲の表 5 によれば、
1921 年に、調査企業の 42.6% で退職手当が導
入されていた。この時点で、最も高い導入率の
福利厚生施策であり、産業別には紡績、機械器
具、化学、製糸工場に多く導入されていた（表 5）。
　自発退職以外の理由によって退職された職工
慰労金の給与額を勤続年数に応じて累進的に高
めて、不況下の従業員の減縮に伴う労使紛糾を
防ぐと共に、勤続意欲を奨励するための導入で
あり、ホワイトカラーだけでなく、ブルーカラー
までを対象にした 194）。
　従来の共済方式による退職手当を経営の費用
負担による退職手当に変えた三菱造船のような
企業もあるが、多数の企業は、共済組合による
脱退手当の支給に加えて新たに退職手当を支給
した。八幡製鉄所、海軍工廠、日本製鋼所、住
友製鋼、釜石製鉄所、神戸製鋼所、石川島造船

表 5　業種別の扶助救済手当（1921 年）

調査工場数 扶助救済手当 その他
傷病扶助 家族傷病扶助 平時補助 慶弔扶助 退職手当

製糸工場 830 63 19 2 69 143
紡績工場 238 126 66 46 89 168
織物工場 213 42 17 6 17 60
染織雑工場 104 16 1 3 11 50
機械器具工場 290 69 33 39 84 184
化学工場 283 77 30 15 60 168
飲食物工場 68 63 5 4 15 46
雑工場 144 25 10 8 28 62
特別工場 23 8 5 3 8 16
官設工場 74 60 1 2 20 71

計 2,267 549 187 128 401 968
％ 100.0 24.2 8.2 5.6 17.6 42.6

出所：隅谷（1970）、176 頁。

表 6　業務外傷手当の普及状況（1921 年）

紡績 製糸 機械器具 化学 雑 鉱山 官設 合計
工場総数 45 17 31 19 12 33 11 168
施設工場数 31 6 20 12 9 29 11 118

％ 68.9 35.3 64.5 63.2 75.0 87.9 100.0 70.2

出所：隅谷（1970）、175 頁（原資料は協調会（1921））。
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の日本企業が福利厚生施策を導入し、拡充して
いったが、しかし、これがすべての日本企業で
行われたわけではないことにも留意しなければ
ならない。温情主義施策を制度化した中小企業
は稀であり、20 年代に福利厚生施策を実施した
企業の労働者は全生産労働者の 2 割に止まった
とされる 197）。その限りで，経営家族主義，温情
主義の施策をこの時期の日本企業の特性と位置
づけることは無理があるといえる。

表 7　住宅施設概況（1921 年）

調査工場数
住宅 住宅手当 寄宿舎 合宿所

施設工場 ％ 施設工場 ％ 施設工場 ％ 施設工場 ％
紡績工場 45 33 73.3 11 24.4 39 86.70 10 22.2
製糸工場 17 11 64.7 1 5.9 17 100.0 1 5.9
機械器具工場 31 11 35.5 0 0.0 4 12.9 10 32.3
化学工場 19 15 78.9 4 21.1 11 57.9 7 36.8
雑工場 10 1 10.0 0 0.0 1 10.0 1 10.0
鉱山 33 30 90.9 4 12.1 4 12.1 16 48.5

出所：隅谷（1970）、173（原資料は協調会（1921））。
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